











































































































































































































































































































































































役　　　　 職　　　　　　　　　 所　　　　 属
岸田　 純之助 1999 年 日本総合研究所名誉会長 （1971 年当時、科学技術庁
5 月 17 日計画局テクノロジー ・アセスメン ト総合検討会主査、
朝 日新聞論説委員）
松井　 好 1999 年 立教大学教授、 （1971 年 当時、（財）未来工学研究
6 月　7 日所）
近藤　 悟 1999 年 日本福祉大学教授、 （1975 年 （財）未来工学研究所入
7 月　2 日
及び
11 月 30 日
所、1982 年同研究所主任研究官）
大澤　 弘之 1999 年 リモー トセ ンシング技術セ ンター理事長 （1971 ～
12 月 15 日1972 年　 科学技術庁計画局計画課長、1976 ～ 1979 年
科学技術庁計画局長）
越川　 文雄 2000 年 （財）原子力発電技術機構専務理事 （1971 ～ 1972 年


































































































































































期　　　　 間 施　　　 策　　　 名 目　　　　　　　　　 的 内　 容 （事例研究等の課題）
1971 テ クノロジー ・アセス 事例研究を実施 し、 こ 1971 年度 ：
～ 1973 年度メン トに関す る政策研 れ を通 じて手法の開発 農 薬 、高層建築 、CA I（コン
究のための調査 と実施上の問題点の検 ビュータ利用教育システム）
討 を行 う。 1972 年度 ：





1974 テ クノロジー ・アセス これまでに開発 された 1974 年度 ：
～ 1976 年度 メン ト実証計画 テクノロジー ・アセス ニュータウン開発計画における技
メン トの方法論の有効 術システム（ハ0げ ライン廃棄物輸
性 を実証す るとともに 送システム）、画像通信システム
他 の省庁及び民間企業 1975 年度 ：
におけるテクノロジー 合成紙の普及、海洋牧場、
・アセスメン トの実施 人工降雨
に対 して先導的 ・規範 1976 年度 ：
的役割 を果 たす。 レーザの総合利用
1977 ／ テクノロジー ・アセス 1977 年度 ：
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事　　 例　　 研　　 究　　 の　　 課　　 題 委　 託　 先　 等
1 197 1（昭和 46）











C A I （コンピューター利用教育システム） （同検 討 会　 CA I 分科
会）
4 1972 （昭和 47）
（1973 年 10 月）




ニュータウンにおける技術システム （同検討 会ニ ュータ ウ
ン分科会）
6 1973 （昭和 48） 測地衛星 システム （レーザ気球型測地衛星 （財）未来工学研究所
（1974 年 3 月） の開発打 ち上 げに伴 う技術的 ・社会的影響
に関する調査研究）
7 1／
（1975 年 1 月）
沖合立地方式 にお ける原子力発電所 （株）野村総合研究所
8 1974 （昭和 49）ニ ュータウン開発計画 にお ける技術 システ 東芝 （株）




1 0 1975 （昭和 50）
（1975 年 9 月）
合成紙の普及 科学技術庁資源調査所
1 1 ／J





1 3 1976 （昭和 51）
（1977 年 3 月）
レーザの総合利用 ／
1 4 1977 （昭和 52）国民生活 に身近な技術課題 に関す るプ リア ／J
（1978 年 3 月） セスメン ト
1 5 1978 （昭和 53） わが国にお けるテ クノロジー ・アセ スメン ／
（1979 年 3 月） トの実態調査
1 6 1979 （昭和 54）諸外国にお けるテ クノロジー ・アセ スメン ／1




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（社）科学技術と経済の会が派遣 した産業予測調査団 （団長 ：小林宏治日本電
気社長）が訪米し，我が国にTAの概念を紹介。










8人委員会 （民間）「テクノロジー ・アセスメン トに関する調査」を発表。
いわゆる 「公害国会」で公害関係法律14本が制定，改正。

































































































































































































1979年 3月 科学技術庁，「わが国におけるテクノロジー ・アセスメントの実態調査」を公
（昭54） 表 （（財）未来工学研究所に委託）。


































No． 年　　 度 委　　　　 託　　　　 フG 7 ‾　　　　　　　　　　　　　　　　　 マ
1 197 1 科 学 技 術 庁 農 薬




／ ／ CA I （コ ン ピ ュー タ ー 利 用 教 育 シ ス テ ム ）
19 7ト 19 72通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 原 子 力 製 鉄
19 72 科 学 技 術 庁 V TOL機 （垂 直 離 発 着 機 ）
6 ／ ／／ ニ ュ ー タ ウ ン に お け る技 術 シ ス テ ム
7 19 73 科 学 技 術 庁 測 地 衛 星 シ ス テ ム
8 ／ ／ 沖 合 立 地 方 式 に お け る原 子 力 発 電 所
9 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 ME 医 療 （僻 地 医 療 シス テ ム ）
10 ／ ／ 電 子 卓 上 計 算 機
11 ／ ／ マ イ ク ロ 波 調 理 シ ス テ ム
12 1／ ／ 合 成 紙
13 1974 科 学 技 術 庁 ニュー舛ン開発計画における技術シ耕 （ハ。げ ライン廃棄物輸送シ榊 ）
14 ／ ／ 画 像 通 信 シ ス テ ム
15 1／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 プ ラ ス チ ッ ク材 料 技 術
16 ／ 1／ 新 送 電 技 術
17 ／ ／ 新 包 装 技 術
18 ／ ／ 燃 料 電 池 自動 車
19 1／ （社 ）日本 電 機 工 業 会 直 接 サ イ ク ル ヘ リ ウム ター ビ ン発 電 シ ス テ ム
20 ／ 動 燃 事 業 団 システム ・ダイナミックスによる原子力発電のT A モデル
2 1 19 75 科 学 技 術 庁 合 成 紙 の 普 及
22 ／ ／ 海 洋 牧 場
23 ／ 1／ 人 工 降 雨
24 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー ター
25 ／ ／ メ タ ノー ル の 大 規模 利 用
26 ／ （社）関西電子工業振興センター デ ィ ジ タ ル ・ウオ ッチ
27 ／1 ／ 家 庭 用 VT R
28 1976 科 学 技 術 庁 レー ザ の 総 合 利 用
29 ／ 通 商 産 業 省 工 業 技 術 院 蓄 エ ネ ル ギ ー ・シス テ ム
30 1／ ／ 塩 化 ビ ニ ル 樹 脂
31 ／ 11 大 規 模 プ ロ ジ ェ ク トの 事 前 評 価
32 ／ （財）日本産業技術振興協会 薄 肉 ス テ ン レス ・ライ ニ ン グ鋼 管
33 ／ ／ 電 線 ケ ー ブ ル 延 焼 防 止 剤
34 1977 科 学 技 術 庁 国民生活 に身近 な技術課題に関す るプ リアセ スメン ト





























































年　 月 審議会名等 答　 申　 名　 等 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　 要
1970 年 国民生活審議 「成長発展する経済 生活環境の整備 と生存環境の確保、快適環












1970 年 8 人委員会 「テクノロジー ・ア 8 人委員会は、1970 年 4 月に設立された、















































1971年産業構造審議 中間報告 「70 年代の 1970 年代における産業技術政策のあり方





















1973年 工業技術協議 中間報告 「テクノロ 「産業技術政策を所管する通産省において
1月 会テクノロジ ジー ・アセスメン ト は、真に国民の福祉に役立つ技術の発展を図






























1975年 産業技術審議 「テクノロジー ・ア テクノロジー ・アセスメントの必要性に関
4月 会テクノロジ セスメン ト推進の望 しては、「技術を真の人間福祉に寄与せしめ
ー ・アセスメ ましい制度及び実施 ようという技術管理には、技術開発に付随す













とも、セ ミナーな どの活動を通 じてテ クノロ




1975 年 科学技術会議 「テ クノ ロジー ・ア 「テクノロジー ・アセスメン トの手法の充
10 月 総合部会テ ク セ ス メン ト導入 に当 実お よびその実施時に必要な情報の整備 を図
ノロジー ・ア た って の基本 的考 え らなければな らない現状を考慮に入れ ると、
セスメン ト分 方 及び推進 のための 現段階においては、その実施 を法律 によって
科会 施策」 義務づけることは適切な方策 とはいえない。
したがって、当面はテクノロジー ・アセスメ




際 して、可能な限 りテクノロジー ・アセスメ
ン トを実施す ることが要請 される。一方 、民
間におけるテ クノロジー ・アセスメン トの実
施を誘導するための効果的な施策を講ず るこ
とも要請 され るが、 これには国が行政指導の
一環 としてテ クノロジー ・アセスメン トの実
施を必要 とす る分野を指摘 し、テクノロジー
・アセスメン トの実施 を指導 してい くことも
必要であろ う。」 と述べている。
1975 年産業技術審議 「社会 開発 関連技術 社会開発 関連技術の研究開発を推進するに
10 月 会研究開発部 の進め方」 当たっての配慮事項 の中で、 「新機器 ・新 シ
．∠ゝコ言 ステムを開発す る際には、広範多様な社会的
ニーズ を的確 に把 握す るよ う努め るととも
に、事前にテ クノロジー ・アセスメン トを実
施 し、導入後 に社会問題 を起 こさぬ よう留意






















































































































































































































































































































































































































































































































































































． 3 次　 1　　 ． 2 次
t　 l　 次 0 次 （技範そのものの特性） 1　 次 一　 之　 次 － 3 次　 1　 － 14 次 －5決
共　 同　 防　 除　 の 実　 叫 壊　 瑠l 汚　 染！ の　 濃　 化I各　 標　　 の　 損　　 失
・各　 ■　 の　 利　 益；病　 害　 虫　 莞　 生　 の　 減　 少
共　 同　 防　 除　 の　 実　 施 ／
正 の 抽 効 果 i
l
l
主 効 農　 i
桓 咄 … 、少抄 や九
［ 受用に よって より徹躾的
j　　 K 病害虫を防験でさる．
！ （病者曳防鹸劾奥 帥 する）
l
i
「地 域 社 会 の 連 帯 の 強 化
肉　 体　 労　 働　 か　 ら　の 解 放
保　 存 性 向 上 に　上る利　 益
農　 産　 品　 の　 大　 童　 広 域 淀 適 保　 存　 性　 の　 向　 ＿上
廃　 案　 生　 来　 の 安 定 化 逮　 薗　 か　 ら　 の　 毅　 却】農　 村　 芸　 能　 の　 嚢　 退迷　 宮　 か　 ら　 の　 脱　 が 鰻　 車　 生　 産　 の　 安　 定　 化
伍 竣 生蜜 の安定化に 上る利益
匝 旦 生 産の省力化に∴【る利益
品質、商品価値向上K∴亡ろ刊毒
四と椒　 防　 止　 K：よ　る 利 生
r
l… K 上 る 利 益i書 芸 羞 票 芸 芸 慧　」　 －
鰻　 等　 生　 産　 の　 省　 力　 化 省 力化 に 上る甘 壮 鍍層 の 放 出
地　 壌　 社　 会　 の　 薗　 乱「
家　　　 庭　　　 鍍　　　 靂1
品 質 、 商 品 缶 髄 向 上！
柄責 苛 の 見受 くれに対 す る 脇息
見 て くれ K よる騒 遼 な価 格 封
見 て くれ忙 上る籠 違 な 価格 差 l農　 薬　 の　 過　 大　 使　 用貪養頭傭
減　　　 収　　　 防　　　 止
多　 曙　 品　 榎　 の　 栽　 培 増　　　　　　　　　　　　　 収
多 ．翌　 栽　 培　 の　 実　 施
l過 剰 農 産 物 間 盟 の 発 生
多　 盟 1竣　 鳩　 の　 実　 施 食　　 味　　 の　　 低　　 可
欄 収 そ の 地 の 利 藍：改　 良　 品　 糟　 の　 托　 培l病￥虫に制約 されをレ嶋 績改良H　　　　　　 j病苫曳珊 細 欄 車 良 品 櫓 の 裁 均一雲 。 な 良 薬 依 監 禁 禁 慧 慧
恒 等 生 産 の 省 力 化
品　 質 、 商　 品　 包日数　向　 上
唇 音 の 見受 くれに折 る 脇息
便 利 貪養頭傭
I減 収 防　 止 l過 剰 … 間 盟 の 発 生
病苫虫に別れされをh 品檀改良 増　　　　　　　　　　　　 収！過 剰 農 産 物 贈祖 の発 生l
篠　 耳　 を　 良　 薬　 依　 存 匪 状気象等に よる影響の酸化
枝語草 朗、地域 の 制限 緩 和 墾　 増　 を　 農　 薬　 依　 存 異 状 気無 害 に 1 る影 響 の 数 滴
増　　　　　　　　　　 収】過 剰 農 色 物 問 題 の 兎 到
l優　 擢　 な　 土　 壌　 の　 劣　 化 せ　 収　 に　 上　 る連　　 作　　 の　　 実　　 施
農　 薬　 使　 用　 の　 鬱　 用i
不 良 農 業、偶 発的 を薬 害 ま　 収　 に　 上　 る　 損　 失
水　　　 質　　　 汚　　　 濁 魚 員が のへい死、漁 獲高 の低
適 水 凛 の汚 染 に 上る無塵 障害】
・水　　　 質　　　 汚
生　 物　 相　 の　 貧　 困　 化 病 害 虫 先 生 粗 度 の 増 大I農　　 藁　　 の　　 多
極 乳用 ・鑑賞用生物等のま少I楕　 神　 的　 な　 損　 失
有　 用　 生　 物　 の　 族．少 土　　 壌　　 の　　 劣　　 化i減　 収　 に　 上　 る　 拐　 失
病 害 虫 の 異 状 先 生一芸 芸 慧 羞 芸 謂 農 作 物 へ 。 畏 藁 残 留一
！天　 敵　 の　 減　 少
l蚕 ・1 年中 一ヽ h 死 に上る現実
壷 ・畦 〇へ い 死の 可 能 性 。飼 育地 域 の 制晩 帥： よ る 石目尉
冤苛のへい死 等 K よる拐 埼
脚1 の　 鍵　 饅　 摩　 －
人　 間　 の　 き　 廣　 錐　 筈
取　 扱 上 の 精　 神　 的・負
鍵 康 鮭 害 に　 よ　る 五日廷 破
恵　 用　 （ 自　 他　 穀 ） 鍵　 廉　 障　 害　 に　 よ　る 損　 失
t
土　 壌　 中　 の　 鼻　 薬　 幾　 甘
靂 徹　 に 上　る 土 壌　 の 劣 化 減　 収　 に　 上　 る　 握　 失
後 作 の 農 作 物へ の農 菓残 留 「
農　 作　 物　 へ の 農　 薬 褒 轡 に
I
l





i化学 工 等 の新分 野 への進出
廃棄処分 ・商品価値低下に上る損失
食　　　 衆　　　 の　　　 低
糟　 糠　 的　 不　 安　 戚
糟　 神　 的　 不　 安　 感 l可 食 部 分 の 低下 に よる 損失
消　 費　 減　 退　 に　 上　 る　 拐 可
畜　 産　 物　 へ　 の　 良　 薬　 残　 留 楕　 神　 的　 不　 安　 鳥 栖 貴 の減 退 に 上 る損 失l
廃棄処分 ・商品価値低下による梯吋
臥　 問　 の　 健　 康　 陣
残 留 農 業基 準の 国 際的 不 一 致 貿　 易　 の 障　 害　 に　 上　る　 損 失
例　 ）
義 薬 工場 廃 水 に 上る水 質 汚 濁
（　 凡






















インパ クト関連分野 イ　 ン　 パ　 ク　 ト　の　 内　 谷
（カ ツコ内はインパ クトを受け る特定 グルー








第 2 ：大産 業
第 3 次産業
低毒化，低残留 化に よる薬効，残効性 の低下 （農林業）
農薬剰 虚の上糾 二よる防除菅の増大 （農林薯〉
市場性の少ない農薬の販売 または周菜の阻喜 （農林業）























の性 幣 発生の可能性 制御可能性
正 負 正・負大 車 ′ト 大 中 小
城住民） 0 ○ （⊃ 各軸防疫対策
（⊃ ○ ○ 各級防綾村策





○ （⊃ ○ 助成．策
○ （〕 I ○ 毒性ず教育 ・訓練の振興
追貰） （⊃ （⊃ ○ 毒性学教育 ・訓練の振聖
○ （⊃ ○ 規制．助成 策
○ ○ ○ 税別．助成策
○ （⊃ ○ 税制，助成策
○ ○ ○
○ ○ ○ 墳 裳安定，戦 果訓練
蒸製造業） C） ○ ○ 税臥　 榔1音




（⊃ ○ ○ 毒性学教＃ ・訓練の振興
大字） （⊃ ○ ○ 毒性で教育 ・訓練の娠典
○ ○ ○

















































































区　　　　　　　 分 高層 住 宅 内居
住者
周辺居住者 都市環境 産業界 計
主効果 （プラス・インハ。クト） 25 7 12 7 51


















































































































































項 目番 号 厩 ■ 書■■■■m 聖　　　　　　 ≡　　　　　　 ≡ グ レー ド







高 い所 に住 む こ とは 、 プ ライ バ シー の 確 保 ・音 や 視 線 か らの 隔 離 が 落 ち
つ い た 空 間 を与 え 、大 人 の 静 か な生 活 や 子 供 の勉 強 等 に 良 い。
プ ライ バ シ ー の 高 い 生 活 で あ る の で 、 隣 近 所 づ き合 い の わ ず らわ しさが
な く、 静 か な 生 活 を 営 む こ とが で き る。
高 層 化 、 巨 大集 合 化 に よ って 、 外 気 と面 しない 住 戸 が 多 くな り、 暖 房 ・
冷 房 費 が 安 くな り、 ロス が少 ない 。
Ⅲ
1．
＜ 周 辺 住 民 に とっ て の 考 慮 が な され て 計 画 され た 場 合 の プ ラ ス ・イ ンバ ク
＋39
ト＞
オ ー プ ンス ペ ー ス に よっ て 生 まれ た所 を使 え る。 （公 園 、 緑 地 、広 場 等 ）
2． オ ー プ ンスペ ー ス に よっ て 、 日照 は確 保 され る。 ＋28
7． 高 い とい うシ ン ボ ル 性 や 、 高 質 住 居 が あ る とい う事 が 地 域 の経 済 的価 値
を あ げ る。
十18
Ⅲ ＜都 市環 境 の受 け るプ ラ ス ・イ ンパ ク ト＞
十401． 高層 化 に よっ て生 まれ た オ ー プ ン スペ ー ス の有 効 利 用 。
2． オ ー プ ン スペ ー ス が 都 心 に 緑 を と りも ど し、 鳥 ・魚 ・虫 の い る 自然 を と ＋29
り も どす。
Ⅳ ＜産 業 界 の受 け る プ ラ ス ・イ ンパ ク ト＞
＋301． 大 量 生産 で あ る の で 、製 品 の コス トダ ウ ン計画 が 出来 る。
2． 材 料 の 生産 消 費 が増 し、産 業 、 工 業 が盛 ん に な る。 十20
高層住環境によってもたらされる負効果（マイナス・インパクト）（抜粋）
項 目番 号 影　　　　　　 塾　　　　　　 項　　　　　　　 目 グ レー ド







周 囲 に障 害 物 が な い 場 合 や 高 層 棟 が 向 か い 合 って い る場 合 、視 線 に よ る
プ ライ バ シー 侵 害 のお そ れ が あ る。
窓 が密 閉 され て い る必 要 が あ り、 か つ 高所 で あ るた め に 、 物 理 的 、 心理
的 に 外 気 か ら隔 離 され 、 密 閉感 を惹 き 起 こ し、 さ らに は密 閉 恐 怖 症 を 誘発
す る お それ もあ る。
高層 に住 む こ との エ リー と意 識 や 、 テ リ トリー 意 識 が周 囲 住 民 との 対 立
を起 こす 可 能 性 が あ る。
Ⅱ ＜高 層 の周 囲居 住 者 が 受 け る マ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－221． 高層 居 住 者 とのテ リ トリー 意識 に よ り対 立 が発 生す る お そ れ が あ る。
2． 視 界 が 遮 断 され 、 そ れ に伴 い 閉塞 感 、圧 迫 感 を生 ず るお そ れ が あ る。 無 －35
計 画 な 個 別 建 設 は 、 マ ンハ ッ タ ン の よ うな 、 都 会 の ジ ャ ン グル を 生 み 出 す
可 能 性 が あ る。





現 状 の 質 の低 い住 宅 を集 積 した形 で 高 層化 を行 っ た の で は 、 将 来 ス ラ ム
化 す る 可能 性 が大 きい 。
無 計 画 の 高 層 建 築 の 個 別 建 設 は 、 人 口の過 密 化 を も た ら し、都 市 全 体 に
渡 っ て 交 通 混 雑 、施 設 不 足 、 エ ナ ジ ー 不 足 、 緑 の 不 足 を ひ き起 こす お そ れ
が あ る。
IV ＜産 業 界 の受 け るマ イ ナ ス ・イ ンパ ク ト＞
－201． 投 資 規 模 の 巨大 化 に よ っ て 中小 資 本 が締 め出 され る可 能性 が あ る。
2． 使 用 材 料 の軽 量 化 に よ り、鉄 材 、 プ ラ スチ ック系 材 料 、 そ の他 軽 量 材 料 －16






高　　　 層　　　 内　　　 居　　　 住　　　 者




















負効果 高　　　 層　　　 内　　　 居　　　 住　　　 者
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 25






－ － － － － － － － － －







1 23 十6 －2 十1 十2 0
2 17 0 －5
3 14 －3 －11 －12 －8
4 30 十13 十13
5 24 －2 ＋2 ＋3
6 27 十1 十5 ＋6
7 21 －4 0 －13 －9 －1
8 39 ＋14 十18
9 27 E 召
10 25 ＋2
11 32 ＋9 巨ヨ

































































































































































































イン′パ ク ト　を受 け る分 野 イ　ンパ ク ト　を





























































○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 疎外感 1 －1
○ ○ （⊃
i 。
○ 梢押上のス トレス 1 －　2
C）
［













































































































































● ● ● ●
・ ！。
疎外感の増大を助長する可能性がある ○






● ● ● ● ●
巨
精神上のストレスが増大する可能性がある ○
漂 I J 」
学習意欲
［
！ 日 。 i
l

































































































































































































































































































（8 ）　 l　 （b ）
計　 画　 要　 求
有料積荷　 旅客数 1 0 0名 （9，000Kp）
航：続童巨離　　　 4 0 0 n ．m i l e
巡航速度　　　 0．7 5M
騒音 （離昇′七ヮ一，500ft にて ）9 5 PN dB
釆偏 ×全長 （m ） 23．9 ×　38 22．8 ×　40
主異面穣　 （仇’） 88．1 82．2
原動機基数 6 12
推力／重量 1．14 1．13
構　　　 造 11．500 Kl （23．3 喀） 10．770 Kプ（23．3 盛）
重
且凰
原　 動　 機 ・ 12．850　 （26．0 ） 10．500　 （22．7 ）
越　　　　 装 5，650　 （11．4 ・） 5，560　 （妃．0 ）
乗 員 フと　ど 650　 （1．3 ） 650　 （1．4 ）
運 用　 自重 30、650　 （62．2 ） 27，480　 （59．5 ）
有 料 積 荷 9，000　 （18．2 ）9，000　 （19．5 ）
燃　　　 料
全 備 重 量
9，600　 （19．6 ） 9，7恥　 （21．0 ）
49，250 K，（100 瘍 ） 46，180　 （10C 喀 ）
面 荷 重　　 Ke／れl 559 561
長 大 巡 航 高 度匝 ） 8，09 0
設 計 巡 航 高 度（れ） 6，100
設 計 巡 航 速 度 0．7　5 M ＝ 4 6 5 K t































































































































































































































































子 ユー クウノ具 体化のア．二声イズ とT A
ニュータウン具 体化の フ∵ユイズは 5 段階 咋区分 でき、技 術 システムのフ
ェイズ も同様 に区分 される。 したがって ニュー クウイにかけ る技術 システ
ムのT A はその時点で残されているコン トロールの 自由度に 上って規定 さ
れ・去。











































：チ ェプク ・リス ト 表 Ⅲ－4 表 Ⅲ－1 8 表 Ⅲ－ 2 4
i
i ・熱汚染 ・誤操作 に よって生ず る イン㌧パク ト ・無人化 に よるサー ビス 低下





l ノてイキングシステム ・無人化 による異常事態の発生
i主L 電図お よびペース メーカーのチェ ・高架に よる都市景頂の破壊
プク情報 システム I ・石油 資源の節 約
ーー??
t
エ ネ ノレギ －　シ ス テ ム 情　 報　 シ　 ス　 テ　 ム
新 交 通 シ ス テ ム　　 1
背景としての検討
（システム目的の明確化 ）
エネルギーシステムの現状 情報 システム登場の背 景 新交通 システム登場の背景
ラフ分析 （ソーシ ャル アセス メ／ ト）
か らみ た今後の エ ネルギーシステムの
目的の 明確化
ニ ュータウン情報化の 目的
技　　 術　　 範　　 囲
ニ ュータウン域内、電 力、 ガス、 オイル ニュータウン域内 ハー ドを トータル情 ニュータウン域内の交通 システムの中で




摘 出の考 え 方
・エネルギーシ㌧ステム特 性からの インバ ・戎術本来の持 ってい る液能、性格が も ・多軸 マ トリックス的抽出　 図Ⅲ－ 1 5
ク ト摘出 た らす インパク ト ・干支術のライフ　 ・技術 システム
・エネルギーフローにそ っての インノてク ・故障、操作 ミス、事故等 によって発生 サイクル　　　　 の彗成 エレメント
（軸 ）
ト摘 出 する インノてク ト 軸 ・システムに瑞　 ・運営体の行為







よる インノてク ト ・利用者の タイ　　 を 藤 持 せる











・2 垂至マ トリブクス （インノミク ト誘起事
象一技 術 システム構成 要素 ）に よる イ



























































































































































































































































































































































































客　 体　 の　 内　 容　 と　 評　 価 与える主体 イ ンパ ク ト発生の条件等
人　 間







健康の管理 ◎ ◎ △ △ △ レーザ レーザが 目に当たる時、a については
レーザ測距儀操 作中、b については観
測時間に レーザ局上空 を通過す る時、
C、d につ いて は レー ザ装 置が水 平 を
向いた時
ス トレス （⊃ ○ 観測方法 制限 された観測可能時間内 にレーザが
命 中 しない時
精神 的負 担 ○ ○ △ a 観 測方 法
C レーザ
a 仕事として、また レー ザ操作になれるまで
b については、レーザに対する恐れから
緊　 張　 感 ○ ○ △ a 観測方 法
C レーザ
a 仕事として、また レー ザ操 作になれるまで
b については、レーザに対する恐れから
社　 会 航　 空　 路 ○ a　レ ー ザ 局
上 空付 近
○
b その他 レーザ局 レー ザ観 測中、局上空付 近を航空機 が
通過す る時
自然界 廃　 棄　 物 △ a 地上 b 海洋 C 大気 a 宇宙 a 開発 ・製 作企業 一製 作過程 （b、C は ロケ ッ トを考
△ △ えた時）
b 衛 星一気球のガス もれ 、任務 遂行後
経　 済 費　　　 用 ◎ a 国家 b 企業 C 一般国 民 開発 ・製 作 a 測地予算 の急増 （宇宙 開発予算 との
◎ （＋） 運用経 費 関係　 を考慮 すべき）
注　 ロケ ッ トによるマイ ナスイ ンパ ク
トと しては、燃 ガラ、排気 ガス、騒音 、






































































































































































































































































































































































































評　　 価　　 項　　 目
沖　　　　 合　　　　 立　　　　 地　　　　 方　　　 式
地　上　立　地







1，34 8　億円　 （1．3 5多） 1，4 67　偉円　 （14 7 瘍） 1．000偉円（100⑰


























A　　 地　　 域 B　　 地　　 域 0　　 地　　 域
259・専一 273 304





























7．（地域）社会への 27　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 28　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 29
参加　　 （3 1）建設の賛否をめぐる地域内の過度を対立
事．全国平均の重み　　＊一　各地域での重み
評　　　 価　　　 項 ・　 目
沖　　　　 合　　　　 立　　　　 地　　　　 方　　　　 式































A　　 地　　 域 B　 地　 域　　 I　　 u　 地　　 域
． Zr／3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 JU 4
医療施設，制度の拡充
乙機会の向上　　　 （85） 7 3 8 5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9 6
教醜 設の充実，発電所に付帯した就業機会の向上，生活環境施設の拡充
塵傍 ，創造活動機会の増加
3．物質的環境　　 （2 35） 3 46 1 5 8　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 25
公共施設 ・交通網の整備







1 19 1 13　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 30
6 教育 ・科学 ・文化 b U 56　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 49
（54） 教育施設，所得の増加による高度教育への機会
麻子力を通 じての科学技術への関心




































































































































































































































主要 イ　ンパ ク ト 得　　　　　 点 （得　 点 ）× （重み づけ ）
カ　 テ　 ゴ　 リ　ー
l
ノK




安 利 鍾 社 凛 技 ．
針全 使 璃 会 保 波
及





性 性 性 性
全





0．50 n 13 OJ）0 0．0 7 0．30 0
収　 集　 車　 不　 要 1 7 2 0 5 7 0 15 n 25 α35 ま1 丘21
2 0 0 7 3 0 0 0． 0． 821 仇 0．21
3 2 2 0 3 0 0 1．0 n 26 α21 仇 1．47
集　 積 ．所　 不　 要 4 7 0 0 4 9 0 15 n 8 28 乞7 丘48
5 5 0 0 3 8 0 ま5 n n21 z4 1 11
自　 動　 収　 集 6 9 2 0 3 0 0 ▲5 0．26n21 α ▲97
7 5 0 0 0 6 0 25 仕 α 1．8 1 3
8 0 7 0 6 5 0 0 891 n42 1．8 1 13
投 入 口の便利さ 9 3 7 0 0 2 0 1．5 tn9 1O． 0．6 1 01
輸　 送　 技　 術
国　 際　 協　 調 10 0 0 z 3 0 3 仇 0． 0 21 0． n 21
悪天候に上る影響 1 1 4 5 0 2 4 0 芝0 n65 α14 1．2 1 99
12 0 0 z t 0 0 0． n 且l▲ 0 n14
分　 別　 収　 集 13 0 5 3 2 0 2仇 n65 n14 α 8 79
（マイナスの主要インノくクト）
危　　 険　　 性 l －5 －2 0 －4 0 0 －1 0 一札2 6 仕 －02 8 0 －1 5 1
鱗　　　　　　 昔
2 －5 0 0 －3 －5 0 一之5 仇 一晩2 1 －1．5 ー▲2 1
3 －5 0 0 1 3 －4 0 一乙5 n ーn 2 1 －1．2 －1 9 1
4 1 3 0 0 －3 －3 0 －1．5 n －0．21 一也9 一之6 1
故　　　　　　 障
事　　　　　　 故
5 －5 －7 0 －3 －3 0 一之5 －09 1 一仇2 1 一也9 －4－5 2
6 －5 －5 0 －4 －6 0 一之5 －0．65 一晩28 －1．8 －1 23
7 －3 －5 0 －5 －5 0 －1．5 －0．6 5－0．4 2 一1．5 一▲0 7
8 －2 －5 －2 －4 0 0 －1．0 －0．65－02 8 n 一1．9 3
9 －0 －6 －3 0 0 0 8ー 仇78
l
n 仕 一色7 8
1 0 －0 －7 －3 0 0 0 n －0．9 1 n n 一札9 1
（マイナスの主要インノくクト）
主 雪上イ　ン′パ ク ト 樽　　　　　 点 （得　 点 ） × （重 み づ け ）
カ　 テ　 ゴ　 リ　 ー ノ艦
安 利 経 社 環 技 安 利 経 社 凛 技

















0．5 0．1 3 0 0．0 7 0，3 0
故　　　　　　 障
事　　　　　　 故
1 1 0 －7 －3 0 0 0 0 －0．9 1 0． 0． 仇ー9 1
1 2 0 －9 －2 －2 00 0 －1．17 －0．1 4 0． ー1．3 1
1 3 0 －3 －4 －2 d 0 0 －0．39 －0．1 4 0． 一仕5 3
1 4 0 －6 －2 0 0 0 0 －0．7 8 0． 0． －0．7 8
1 5 0 －4 －2 －4 0 0 0 －0．5 2－0．2 8 n －0月0
1 6 0 －5 －3 －3 0 0 0 一札55 －0．2 1 0． －0 ．8 6
悪　　　　　　 臭 1 ．7 －5 0 0 －3 －4 0 一乙5 α －0．2 1 －1．2 －1 9 1
1 8 －6 0 0 －3 －6 0 －OJα 一色2 1 一1．8 一之3 1
1 9 0 －5 一之 －3 0 0 0一m 55 －0．2 1 n 一m 8 6不　 拡　 張　 性
2 0 0 －5 0 －2 0 0 0 －0．65一u 4 n ー8 8 6
2 1 0 －5 0 －2 0 0 0 －8 6 5 －0．1 4 n －0．8 6
犯　　　　　　 罪 2 2 －3 0 0 －9 0 0 －1．5 q 一n 63 0． 一之13
侍　　 行　　 列 2 3 0 －6 0 －2 0 0 0 一級7 8－（u 4 n ー仕9 2
衛　　　　　　 生
2 4 －4 0 0 －4 －4 0 一之0 n －02 8 －1．2 －1 4 8
2 5 －5 0 0 －5 －6 0 一之5 n －03 5 －1．8 一▲65
2 6 eー 0 0 －4 －5 0 －0．3 n －02 8 －1．5 一之0 8
投　 入　 不　 適　 物
2 7 0 －6 －3 －3 －2 0 ○ －0．7 8－0JZl 一n 6 ー1．5 9
2 8 0 －4 －3 0 0 0 0 一m 5 2 0 0． －0．5 2
2 9 0 －4 －2 －2 0 0 0 －0．5 2 －0．1 4 n －0，6 6
3 0 0 0 －4
l
l
0 0 0 0 仇 0 α α
3 1 0 －5 －1 －2
l
0 0 し 一也65 一也11 0 一m 7 9
建 設 費 ・連 官 費 3 2 0 0 －9 －4 0 0 0 0 一札2 8 0 一也2 8
3 3 0 0 －6 －5 0 0 0 0 －0．3 5 0 一也3 5
3 4 0 0 －7 －6 0 0 0 0 一也42 0 一札1 2






































































































































































































家　　　　　　　　 庭　　　　　　　　 情　　　　　　　　 報
業　　 務　　 情　　 報生　　　 活　　　 付　　　 報











再　　　 送　　　 信 テレ ビ再 送信． ］F Ⅱ再送信
自　　 主　 放　 送
自　　　　 動　　　 反　　　　 復　　　　 サ　　　　　　　　　 ビ　　　　 ス
ノくツケ’－ノ番組サービス
（含　 B O Ⅱサービス）
自　　　　 主　　　 制　　　 作　　　 番　　　 組　　　　 サ　　　　　　　　　 ビ　　　　 ス
有　 料　 テ　　 レ　　 ビ
文字ディスプレイ型 ここJL一スチッカー
7　7 クツ　ミ 1リ型 7　　　 7　　　 タ　　　 ン　　　　　　　 リ　　　 サ　　　 　ー　　 ビ　　　 ス 電　 子　 チ　 ラ　　 シ
静　 止　 画　 塑







つ　　 き　　 放　 送







芸禁芸 巨 レ ビ 巨 レビ i iテレビシJi 医 可 旅
l




Iプビング 相　　 談 案　 内 相： ：談 視増車
調l　 ニ査
集　 配　 倍　 塑






C　　 A　　 工 キ▼アシ山レスサ 　ービス
子的サー ビス
デマ／トミス
予鈴サー ビス 計 算す一　ビス
′て　　　こ／
キユ′グ動面リクエストサー ビス．　 スヲイド情報リクエストサー ビス．　静止面情報リクエストサー ビス．　錮別相漉サー ビス 株式売異サービス
個　別　特 定　あ　て
交　　　 換　　　 塑














誓 ンパク ト 毒 憲 リャ








及 性 合 計
番 号　 キー ワー ド　 噸 十 － ＋ － 十 － ＋ ＋ ＋ 十 － 十 －
M － 1 身 体 へ の 影 響 －2 －0．3
M － 2　 眼 へ の 影 響 －　4 －0．5
M － 5　 記 憶 力 等 の 低 下 －2 －　5 －1．0 5
M － 4　 知 識 ・情 報 の 対 価 ＋ 3 0．3
M － 5　 価 値 観 の 多 様 化 ＋ 5 －2 一n 2
M 一 °　 デ ー タ の 悪 用 一° －0．占
M － 7　 プライバシ」 の 侵 害 －　4 －0．5
M － 8　 生 活 の 快 適 化 ＋ 8 十 1 0 ＋ 4 －3 － 5 0．5
M － 9　 装 置 の 複 雑 化 － 5 一° －1．0 5
M －10　 買　 物
l
十 8 十 4 十 5 2．0 5
M －1 1 装 置 の 空 間 的 占有 0 －8 －0．8 5
M －12　 新 た な ダー ム の 登 場 十 8 ＋ 4 1．る
且－ 1 粗 大 廃 棄 物 の 増 大 － 5 － 5 － 1．7
E － 2　 環 境 破 壊 － 5 ーn 7 5
R － 1 消 費 電 力 の 増 大 －2 －4 － 1．2
R － 2　 銅 需 要 の 増 大 － 2 －7 － 1．9 5
R － 3　 紙 資 源 の 節 減 －2 十5 1．0 5
H － 1 老 人 等 の 情 報 入 手 の
容 易 化
＋8 ＋1 0 ＋8 ま1
H － 2　 経 済 的 負 担 の 増 大 －10 － 1．0
甘－ 3　 火 災 発 生 の 危 険 性 －4 － 0．°
H － 4　 事 故 に 対 す る 不 満 ・
不 安
－ 5 － 0．7 5
F － 5　 地 域 情 報 収 集 の 容 易
化
＋8 ＋4 a 7







・一一．　　　　　　　　　 一′ヽ′hさ、＿一一、′＼＿一【、一一＼、′ ＼・一一、J′－＿一－一．・へ一一．、▼′、′＼一・一r・一・▼一へ一′一一ヽ一・ 一・′．一‾．ヽ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」′．・．＿′．－e
e － 2　 技 術 的 波 及 効 果 ＋3 十18 n 8
エ ー 1 他 の 通 信 メデ ィヤ の
圧 迫
－5 n 9 5
エ ー 2　 電 子 通 信 業 界 の 好 況 ＋5 ＋‘ 1．7
エ ー 3　 ビデ オ 産 業 の 発 達 1＿ ＋7 十5 n 9 5









































































































































































































































































































インパ ク トを受 ける対象 マ　 イ　 ナ　 ス ・ イ　 ン　 パ ク　 ト 代　　 替　　 技　　 術 実施 主体 最終 イ ンパ ク ト
（A ）主体 一分野 マ トリックス




0 廃 棄物焼却時 の排煙 ・排 ガ ス
○主 と して廃 棄物 野 ばな しに よる土壌 汚染 、
生物 、美観 への悪影 響な ど
○都 市 ゴミの分別 回収
○都市 ゴミの焼却技 術の改 良
○有害燃焼 ガスの出 る材 科 、例 え
ば塩 ビ系 の合成紙 を作 らない。










に解決 しな けれ ば
な らない性格 の も
ので ある。
0 現在 で もプ ラスチ
ック フィル ム、包
○土 地 に野ば な しに されて もの は、河 に流 れ ○　　　 ／ 装材 料、 自動販 売
て河川 、海洋 を も汚染す る。
0 野 ばな しに よるもの……②参照
○包 装材 料 として内容 物 の腐 敗 との関係 、雑
貨 としてカ ビな ど との関係
0 生 物 と して の人体へ の影響 … …利 用者 への
影 響参 照
○建材 等 と して住生活 の 向上に貢 献、 ただ し
火 災等 の危 険増 大
0 自然崩壊性 合成紙 の開発 （用途
によ る）
○包装材料 な どの商店 による回収
（値び き、クジ付き な ど） の促進




















































































































































































































養　　　　　 殖　　　　　 型 増　　　　　 殖　　　　　 型
マ　　　　 ダ　　　　 イ マ　　　　 ダ　　　　 イ ク　 ル　 マ　 エ　 ビ
海 域 面 積 1 2 5 Km 2 （1．3 万ha）5 ，0 0 0 Km 2 （5 0 万ha）8 0 0 Km 2 （8 万ha）
とくに開発が 生物関係技術としては、 生物関係技術としては 生物関係としては
必要と思われ ＊成熟抑制技術 ＊育種技術 ＊放流技術
る技術 ＊生物餌料培養技術 ＊種苗生産技術 ＊資源管理技術














霊 霊堤 → 慧 慧 漂 芸、数量、
警 禁 芸置 → 宗吾農芸 誓 謂
などは避難を行う。
確定した技術 ケース① ；投飼の効率化による生産性の 想定したシステムとほぼ同じ （卵と精 想定したシステムとほぼ同じ
システム 維持 子の保存、多産系の育種、年級別の音 （親エビの養成が可能となる。都市下水




























































































































































































































































































































































































































































































































































































負の イ ン㌧ぺク ト 対応 策 （注 ） 内　　　　　　　 容
A ・3 周 辺 工程 工程解 析 ・設計 生 産 管理 部 門 によ る充 分 な工程 解析 と， 工程 の能 力 に
に よ る加 工速 度
の抑 制
（適 用主 体 ） 見 合 った周 辺工 程 の設計 を行 な う。
A ・4 周 辺 工程
へ の圧 迫 に よ
る労 働強化
製造 計 画の 検討
（適用 主 体 ）
労 働 基準 にあ った 製造 計 画 をた て るこ と。
工程 解析 ・設 計 加 工 織を 導入 す る企業 の 生産 管理 部 門が 充分 な工程解
折 を行 ない， 周 辺 工程 の能 力 に見合 った製 造 計 画の も
とに レー ザ加 工織 を導 入 す る。
U ・1 0　 合 理化 組 合 との 合点 当該 作業員， 労働組 合 と労働担 当部門 との話 しあ いに
の 摩 擦の発 生 （適 用 主体 ） よ り， 解 雇 を さけ， 適 切な配 置 転換 によ って， 摩擦 の
発生 を さけ る。
u ・1 5　 精 神 硬 適 切 な作業 設計 適 切 な操 作パ ネ ル， 休憩 時間． ㌔ ヨプ ・ロータ ー レ ヨ
労 の 増大 （適用 主体 ） ソ等 の設 計 に よ り， 疲労 の減 少 をはか る0
C ・2 2　 中小 企 中小 企業 シ ェア 大 企業 の 進出 を 制限 し， 中小 企業 の製 品の レ ェアを保
業 へ の圧迫 の保 護 護 す る。
融資 によ る レー 技 術指 導， 融 資 に よ って， 中小 企業 へ の レーザ加 工 機
ザ加 工機 導入 促
進　 （同　 上 ）
導入 定着 を促 進 す る。
D ・2 7　 既 存加 行 政指導 に よ る 売 上 減少 に よ る既存加 工捜 メーカの 倒産が 予測 され る
工 機 メ ーカの 製造 品 目 の転換 場 合 には， 行 政 指導 に よ って， 製造 品 目の 転換 が はか
衰退
ー
られ るこ とが 望まれ る。
E ・3 2　 レー ザ
・ハ ザ ー ド
安全 基 準の 設 定
（通商 座菜 省 ）
レーザ使用 に関 す る安 全 基準 を設定 す る。
安　 全　 設　 計 充分 に安全 性 を考 慮 した レーゲ加 工 機お よび 保護 具 の
′
設 計を 行 な う。







































































































































































































































































































































































































































分　 野　 ／　 イ　 ン　 パ　 ク　 ト
正 負
コメント











































0新聞記事を選択的に得られるようになる。 45 4 0 0




















年　 月 資　　　 料　　　 名 定　　　 義　　 、　　 概　　　 念　　　 等
1972．4 昭和 46 年度科学技 科学技術が社会経済に適用され広範に普及伝播 されてい
術白書 く過程で発生する副次的負の影響を事前に予測し、対策を
講ずるために、科学技術が人間 ・自然に与える影響を広く、









悪影響が生 じるおそれのある場合には代替手段 を検討 し
て、悪影響を最小限にくいとめるように しなければならな




1972．5 岸田純之助 「技術文TA　とは技術の開発 と適用に関し、繰 り返 し点検 し、繰












「昭和 46 年度テク 在化 し、これらの問題の解決が求められている。
ノロジー ・アセスメ そのためには、科学技術の持つプラス面とともにマイナ
ン トの事 例研究報 ス面にも着目して、それが社会に及ぼす影響を総合的に把
告」 握 し、評価 し、悪影響が生じるおそれのある場合には対応
策を検討 して、悪影響を最小限にくいとめるようにしなけ
ればならない。
























料編 「テクノロジー て、それが社会に及ぼす影響を総合的に把握 し、評価し、
























































































1975．4 産業技術審議会テク なお、テクノロジー ・アセスメントの概念については、
ノロジー ・アセスメ 広義には





























1976．11昭和 50 年度科学技 科学技術の適用に当たって事前にその影響を評価するこ










1977．3 （財）政策科学研究 TA を広義に解釈した場合、それは技術開発活動と社会


























パクトの評価を中心とした TA にPA 思想を加味した、よ
り広い概念のTA の実施が重要となってきている。










振興協会 「企業にお この調査におけるTA の意味づけは、下記の1～4 のい
けるテクノロジー・ づれかを含むものとしてなるべく広くお考えください。



































































TA の考え方は 1960 年代後半に登場し、1970 年代にか
ー205－
けて盛 り上が りを見せた。当時の社会的背景 を見 ると成長
のひずみ として都市間題や環境問題の深刻化、天然資源の
不足等の問題が 目立 ちは じめ、宇宙、軍事、原子力等の巨
大科学の管理 システムに対する不安 も発生 した時期であっ
た。
1991．3 （財）未来工学研究 1969 年 当時、我が国では公害 問題 が顕在化 ・深刻化 し
所 「技術開発 に伴 う てお り、科学技術 と人間社会 との調和の問題が検討 を迫 ら
環境影響検討基礎調 れる状況になっていた。その ような状況の中で、公害面か









技術 的要 因の高い政策 の策 定 技術 開発の初期 の段 階にお け 技術 の実用段 階におけ るテ ク 技術 の開発、社会へ の適用 に
段 階にお け るテ クノ ロジーア
セ スメ ン ト
るテ クノロジー アセ ス メン ト ノロジー アセ スメ ン ト 関 し、社会 問題化 した技術 を




技術 的要 因の高い政策 の策定 ・技術 の開発 、その社 会への ・主 と して技術 の適 用に伴 う 技術 の開発 、社会 への適 用に
に視 す る情報 の提供。 適 用 につ いての最適 案 の検 負 の影 響 の事 前予測 。 関 し、国 民の判 断 を求 め るた
討。
・技術開発課題 の選 定。
・負 の影 響 に対す る対応 策 の
見 通 し。 （負 の影響 に対す
る先 取 り的対応 ）
めの情報 の提供。
対 政策 の策 定に あた り長 期的視 研 究開発 プ ロジェ ク トの対象 研 究開発 プ ロジ ェク トの対象 社 会 問題化 した技術
象 点か ら解決 が要請 され てい る とな る新技術 とな る新技術 例
課 技術 例 例 ①超 音速機
題 例① 資源　　　　 ②食 糧 ①人 工酵素 ① 新交通 システ ム ②石 油 タンパ ク
③ェネル ギ 　ー ④廃 棄物 ② レーザ ②高層建 築
効
果
適 正 な意 思決 定 適 正 な意思決 定 負 の影 響 の防止 国民 の理解 の増進
分 定型的 な もの な し。 ①　 正、負 の影響評 価 ①　 負 の影響評 価 ①　 正 、負の影響評価
析
法





政策策 定時 研究 開発段 階 技術 の実用段 階 問題発 生時
添付資料11
OECDが提案したテクノロジー・アセスメントの手順
技術の社会的管理
に対する要請
TA実施機関
資源：
資　金
機　関
人　材
研究ティーム
（構成）
一般国民の認識
意思決定の過程
0感知と早期警報メカニズ
ム
0問題解決の責任の所在の
決定
0プロジェクトの決定
0プロジェクトに対する資
源の配分
○適切な代替案の選択
○政治的な支持と反対のト
レード・オフ
○決　定
○実　施
分　析　過　程
0問題の明確化
oTA実施の範囲前提条件
案
0関連する技術的代替案の
列挙
○インパクト分野の明確化
○インパクトの評価
0推進意思決定機関の明確
化
○利害関係者等の明確化
0代替案
0代替案の総合的評価と結
論
情　報　過　程
0情報源の明確化
0関連データの収集
○代替案に関する情報
0影響を受ける主体に関す
る情報
0支持者の反対に関する情
報
0利害関係者の弁護と防衛
に関する情報
0法制度に関する情報
0意思決定者との情報交換
の流れ
0一般人への情報伝達
外的要因・制約条件
国際的要因・制約条件
TAの品質管理 代替案の総合的提示 利害関係者
資料：科学技術庁計画局『テクノロジー・アセスメントの方法（事例研究にもとづく解説・資料）』
（1975年）
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